
●米中対立は決定的段階に 

22 日にテキサス州ヒューストンの中国領事館に

閉鎖命令を出したポンペオ氏は、米ソ冷戦を思わ

せる強硬な表現で中国を非難。「今日の中国は、国

内ではますます独裁色を強め、国外では至るところ

で自由への敵意をより攻撃的に表している」「もし、

自由世界が共産主義の中国を変えなければ、中国

がわれわれを変えるだろう」と訴えた。 

 また、習近平中国国家主席を「破綻した」マルク

ス・レーニン主義に基づく全体主義イデオロギーの

「信奉者」だと主張。敵意もあらわに「習氏のイデオ

ロギーは、中国共産主義の上に世界覇権を構築す

るという同氏の長年の野望を特徴付けている」と論

じた。 

 その上で、「われわれは、もはや両国間の政治・イ

デオロギー上の根本的な違いを無視することはでき

ない。中国共産党が、これまで決してその違いを無

視してこなかったように」と言明。「自由世界は、この

新たな暴政に打ち勝たなければならない」と訴え

た。 

 このように、米国の対中非難は中国共産党及び

習近平主席に絞っており、中国共産党及びその指

導部と中国国民の分離を図ろうとしている。 

 ヒューストンの中国領事館閉鎖にに対し報復とし

て、中国は成都にある米国の領事館の閉鎖を命じ

た。米中新冷戦は決定的な段階に至った。 

 

●米、中国の「いじめ」許さず 尖閣領海侵入言及 

  ポンペオ米国務長官は 8日の記者会見で、中国

による沖縄県・尖閣諸島周辺海域への領海侵入や

南シナ海への進出を挙げ「中国は領土紛争をあお

っている。世界はこのいじめを

許すべきではない」と述べ、世

界各国が一致して対抗する必

要があると訴えた。  ポンペ

オ氏は会見で、中国の海洋進出や、インドとの係争

地域で起きた衝突などの国境紛争を挙げ「中国が

主権を尊重すると満足に言える隣人は多くない」と

指摘。「世界はこの動きに対応するために結集しな

ければならない」と呼び掛けた。 

 

●米国務省「尖閣諸島は日本の施政下」 

マーク・エスパー国防長官は 21日の会見で「人民

解放軍が日本の施政下にある尖閣諸島周辺水域

に侵入する回数も時間も増えている」と述べ、尖閣

周辺での中国の活動に強い警戒感を示した。 

また、アメリカ国務省の報道担当者は 21 日、ＮＨ

Ｋの取材に対し、「われわれの立場は変わらない。

アメリカは尖閣諸島が日本の施政下にあり、日米安

全保障条約第 5 条が日本の施

政下にある領域に適用されると

認識している」として、アメリカに

よる防衛義務を定めた日米安

全保障条約の適用範囲だという立場は変わらない

と強調した。 

このように、米国の国防総省も国務省も尖閣諸

島が日本の施政下にあり、日米安保条約 5 条が適

用されることを確認している。 

 

●尖閣諸島の防衛のために行動を起こすとき 

 中国は今年に入り 100 日以上連続して接続海

域に侵入し、領海にもたびたび侵入している。 

中国の戦略は接続水域及び領海に侵入すること

を常態化し、次に、この海域で操業する日本漁船を

拿捕し、中国の領海であることを示すだろう。その

後、時間をかけて尖閣の島に上陸し施設を設置し、

人員を配置するだろう。 

このように尖閣列島は侵略の危機に瀕しており

将に「今、そこにある危機」である。 

このような危機を断つためには、日本が敢然と日

本の領土を防衛する意思を示す必要がある。その

ためには日本の施設を建設し、日本人を常駐する
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ことが必要であろう。例えば気象観測所や灯台の設

置等が考えられる。 

もし、それに対して中国が攻撃すれば、安保条約

の適用となるため、中国も軽々には動けない。 

米国の国防総省・国務省が、尖閣諸島が安保条

約の摘要範囲であることを明言しているこの時期を

逃せば、いずれ中国の侵略を許すことになろう。 

米国が中国の世界的侵略を本気で排除しようと

しているこの時期を逃してはならない。 

 

●、米、南シナ海巡り対中強硬姿勢強める 領有権

主張は「違法」 

 ポンペオ米国務長官は１３日、南シナ海の海底

資源を巡る中国の権利主張は「違法」だと述べ、同

海域における中国の行動への批判を強めた。米中

関係の緊張が一段と強まる可能性がある。 長官は、

中国は南シナ海での野心的な行動の論理的な法

的根拠を示しておら

ず、長年にわたって

東南アジアの沿岸

諸国を威嚇してきた

と指摘。 声明で「わ

れわれは、南シナ

海の大部分におけ

る海底資源に対す

る中国の主張が、

その支配を目的と

する嫌がらせ行為

と同様に完全に違

法であることを明確

にする」と述べた。 さらに、国際社会は南シナ海に

おける中国の領有権主張を認めないと強調。「米国

は東南アジアの同盟国が国際法の下で定められた

権利と義務に基づき海底資源に対する主権を守る

ことを支持する」とした。 中国は南シナ海で、ブル

ネイ、マレーシア、フィリピン、台湾、ベトナムと領有

権を争っている。 米国はこれまでも南シナ海にお

ける中国の領有権主張に反発し、同海域に艦船を

派遣して「航行の自由」作戦を実施してきた。ポンペ

オ長官の今回の発言はより強硬な姿勢を反映して

いる。 専門家らは、他国が米国の姿勢を支持する

かどうかや、中国が同海域で既成事実を積み上げ

るのを阻止するため米国が何らかの措置を講じる

かどうかが重要になると指摘した。 戦略国際問題

研究所（ＣＳＩＳ）のアナリスト、クリス・ジョンソン氏は

「（中国の権利主張を）米国が違法と呼ぶのは基本

的に今回が初めてだ」とした上で、「声明を発表する

のはいいが、問題はそれについて何をするかだ」と

述べた。 

 

●１９世紀のドイツ製地図に竹島 日本領記載 島

根大・舩杉准教授が初確認 

2020.1.22 20:29 

 韓国による不法占拠が続く竹島（島根県隠岐の島

町）が日本領として記載された１９世紀のドイツ製日

本地図を、島根大学の舩杉力修（ふなすぎりきの

ぶ）・准教授（歴史地理学）が確認した。同様の地図

はイギリスで確認されているが、ドイツ製のものは

初めて。１９０５年に島根県に編入される前から竹

島が国際的に日本領と認識されていたことを改め

て示す貴重な資料という。 

 地図は、独政府から委託を受けて調査のために１

８７３年～７５年に来日した地理学者、Ｊ・ライン博士

（１８３５－１９１８年）が日本の産業についてまとめ

た記録本（１８８１年発行）の付録資料として収録。１

８８０年製作と表記された「日本地図」で、竹島は「ホ

ーネット島」（竹島の英語名）として日本海上に日本

領として描かれてい

た。 

 舩杉准教授が東京都

内の古書店で発見。調

査の結果、日本の国会

図書館にもこの地図の

１９０３年の改訂版が保

存されていたことも分

かった。改訂版では、

竹島の地形がより正確

に描かれていた。 

 日本では古くから竹

島の存在を認識してお

り、江戸時代には幕府

公認で漁業を営むなどの経済活動も実施。１９０５

（明治３８）年１月の閣議決定で、竹島を島根県に編

入した。舩杉准教授によると、韓国側は自国に不利

な地図は意図的に排除しているといい、「竹島が国

際的にどう認識されていたかを示す重要な資料だ」
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と話している。 


